別表（第２条関係）
	区　 分
	 内　　　　　　　　　　　容

	  １ 謝　金
	   作付状況の確認等への協力、交付申請書・営農計画書等の配布等並びに協議会会員、会員以外の専門家及び指導員として依頼した者（以下「外部専門家」という。）の会議等への参加に対する謝金及び報償費　等

	  ２ 旅　費
	   本制度の推進、指導及び研修等に要する外部専門家及び事務局員等への交通費及び宿泊費　等

	  ３ 賃金及び
共済費
	   再生協議会が任用又は雇用する職員の以下に掲げる経費
①　正規職員の超過勤務に対して支払う対価 
②　地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員への給料、報酬及び期末手当等並びに共済費（社会保険料及び児童手当拠出金をいう。以下同じ。）等 

③　臨時雇用職員の賃金及び超過勤務に対して支払う対価並びに共済費等
④　第３の２の（９）の取組を生産出荷団体が実施する場合の生産出荷団体の職員の賃金等

	  ４ 事務等
 　　経費
	   印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、雑役務費（水田情報等の整備、事業運営システムの整備・改良等）、消耗品費（自動車等の燃料費を含む。）、借料・損料（会場借料、パソコン等のリース料等）、会議費（弁当代・お茶代は除く。）、備品費等

	  ５ 委託費
	   再生協議会が実施する実施要綱第３に掲げる取組の一部を他のものに委託する場合における当該委託に要する経費

	  ６ 助成費
	   再生協議会が実施する実施要綱第３に掲げる取組に要する経費に対して助成する場合における当該助成に要する経費


第１号様式（第４条関係）
年　月　日　　
（宛先）京都市長
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　再生協議会　　
代表者  会長　　　　　　　　　
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金交付申請書
　　　年度において下記のとおり経営所得安定対策等推進事業を実施したいので、京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定に基づき、補助金　　円を交付されたく、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の目的
２　事業の内容
３　経費の負担区分
	事業名
	総事業費
	負担区分
	備考

	
	
	市補助金
	自己負担金
	

	
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	


４　事業着手・完了予定年月日
　
　　着手予定　年　月　日　　完了予定　年　月　日
５　収支予算
（１）収入の部
	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	市補助金
	円
	円
	円
	円
	

	自己負担金
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（２）支出の部
	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


第２号様式（第４条関係）
経営所得安定対策等推進事業計画書（補助対象経費内訳）
　　協議会名　　　　　　　　　　
	区　　分
	主な取組内容
	実施時期
	事業に要する経費
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入すること。
第３号様式（第４条関係）
経営所得安定対策等推進事業収支予算書
協議会名（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
収入　　　　　
	項目
	金額（円）
	備考

	京都市経営所得安定対策等推進
事業費補助金
	
	

	合計
	
	


支出
	項目
	金額（円）
	備考

	
	
	

	合計
	
	


第４号様式（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市指令　　　第　　号
年　月　日
　＜申請者＞様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当）
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金交付（不交付）決定通知書
　　　年　　月　　日付けで申請のありました京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金については、下記のとおり交付（不交付と）することに決定しましたので、通知します。
記
１　交付予定額
２　交付の条件
　⑴　事業計画書に基づき実施してください。
　⑵　事業の内容を変更又は廃止をしようとするときは、あらかじめ京都市経営所得安定対策等推進事業補助金交付要綱第６条に基づき、承認を受けてください。
　⑶　補助金の交付に関し必要な事項について、報告を求め、検査し、又は指示することがあります。
　⑷　実績報告書の提出後、しゅん工検査を実施します。
　⑸　京都市補助金等の交付等に関する条例第２２条第１項に掲げる各号の一に該当するときは、補助金の交付の決定を取り消し、若しくは交付額を変更し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることがあります。
　⑹　京都市補助金等の交付等に関する条例第１６条第１項に掲げる書類は、補助事業完了の翌年度から起算して１０箇年間保管してください。
　⑺　その他京都市補助金等の交付等に関する条例、京都市経営所得安定対策等推進事業補助金交付要綱を遵守してください。
　⑻　当該補助事業により取得した備品を廃棄しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けて下さい。ただし、承認の条件として、補助金の全部もしくは一部の返還を命じることがあります。

　※不交付の場合
　　　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
第５号様式（第６条関係）
年　月　日　　
（宛先）京都市長
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　再生協議会　　
代表者  会長　　　　　　　　
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金変更承認申請書
年　　月　　日付け京都市指令　　第　　号で補助金の交付決定の通知があった経営所得安定対策等進事業について、下記のとおり事業の内容を変更したいので、京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条第１項第１号に基づき承認されたく申請します。
記
１　変更の理由
２　変更事業の内容
注　変更事業の内容については、変更前と変更後の内容が対比できるよう、変更後を黒字で下段に、変更前を赤字で上段にすること。
第６号様式（第６条関係）
年　月　日　　
（宛先）京都市長
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　再生協議会　　
代表者  会長　　　　　　　　　
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金中止・廃止承認申請書
年　　月　　日付け京都市指令　　第　　号で補助金の交付決定の通知があった経営
□中止
所得安定対策等推進事業について、事業を　　　　 　　したいので、京都市補助金等の交付
□廃止
等に関する条例第１１条第１項第２号の規程に基づき承認されたく申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　
記
１　中止・廃止の理由
注　該当する□にレを記入してください。
第７号様式（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　　　
（宛先）京都市長
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　再生協議会　
代表者  会長　　　　　　　　　
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金概算払請求書
　　　年　　月　　日付け京都市指令　　第　　号で交付決定の通知があった経営所得安定対策等推進事業について、京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条第２項の規定に基づき、下記のとおり　　円を概算払によって交付されたく請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金
                                                          　　  （単位：円）
	交付決定額
(A）
	既受領額
(B）
	今回請求額
(C)
	残　額
(A)-((B)+(C))
	備　考


	
	
	
	
	


第８号様式（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　　
（宛先）京都市長
所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　再生協議会　　
代表者  会長　　　　　　　　　
京都市経営所得安定対策等推進事業費補助金実績報告書
年　　月　　日付け京都市指令　　第　　号で補助金の交付決定の通知があった経営所得安定対策等推進事業について、下記のとおり事業を実施したので、京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条第１項に基づき、その実績を報告します。
記
１　事業の目的
２　事業の内容
３　経費の負担区分
	事業名
	総事業費
	負担区分
	備考

	
	
	市補助金
	自己負担金
	

	
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	


４　事業着手・完了年月日
　
　　着手　　年　　月　　日　　　完了　　年　　月　　日
５　収支精算
（１）収入の部
	区分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	市補助金
	円
	円
	円
	円
	

	自己負担金
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（２）支出の部
	区分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


注　支払調書及び経営所得安定対策等推進事業実績を添付すること
